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はじめに 

15 年前に韓国に滞在していた時には韓国（ソウル）
で自転車に乗っている姿をほとんど目にすること
はなかった。今回韓国に来て、街中でヘルメット
をかぶって自転車に乗る人や、地下鉄駅入り口や
バス停近くに停車しているシェアサイクル自転車
など、以前にはあまり見かけなかった光景を目の
当たりにした。もともと韓国では、坂が多いとか、
労働者の乗り物だとか、バスが発達しているとか
の理由で自転車を交通手段として積極的に利用す
る人はいなかった。現在も、自転車といえばスポ
ーツや趣味で使用するものだという考えが一般的
である。一方で、政府の環境面からの自転車推進
政策の推進により国民の自転車に対する意識の変
化が少しずつ見えている。今回はここ数年の韓国
における自転車に関する政策や取り組み、自転車
に関する生活環境の変化について報告する。 
 
1. 自転車保有と利用状況 

  韓国交通研究院の調査によると、2016 年の全
国の自転車保有台数は 1,127 万台と推定された。
これは、2015 年 1,022 万台と比べると 105 万台
（10％）増加したことになる。 自転車を保有して

いる世帯の平均自転車保有台数は 1.59 台で、自転
車を保有している世帯の割合は、全体の世帯の
36.3％となった。 世帯当たりの平均自転車保有台
数は 2015 年に 1.58 台から 2016 年に 1.59 台と大
きな変化がなかったが、自転車保有率は、2015年
34.7％から 2016 年 36.3％に増加した。 
また、2010 年に実施された人口住宅総調査（人口
センサス）では（表 1）、自転車保有世帯数が全国
では 21.7%、ソウル市では 24.4％であることから、
上述の韓国交通研究院の調査結果と比較してみる
と、ここ数年で自転車を保有している世帯数は急
増していることがわかる。 
保有する自転車の種類については韓国交通研究

院の調査によると、2015 年ではマウンテンバイク
が 39.4％で一番多く、次にクロスバイクが 24.9％、
ミニベロ 16.4％、ロードバイク 11.7％、その他
7.6％の順であった。2008 年以前にはマウンテン
バイクが 70.7％、ロードバイクはが 1.8％であっ
たので、ここ数年ではマウンテンバイクが減少し、
ロードバイクが増加している傾向である。自転車
道路が大きく整備されたため、サイクリングを目
的として自転車を利用する人が増えたことがその
理由であろう。 

 
表 1 交通手段別保有世帯数 （単位：世帯数） 
行政区域 全世帯数 自動車保有世帯数 オートバイ保有世帯数 自転車保有世帯数 

全国 
17,341,966 11,024,599 712,161 3,761,495 

  63.6% 4.1% 21.7% 

ソウル 
3,504,681 1,927,988 102,220 853,934 

  55.0% 2.9% 24.4% 
（出所）韓国統計局『2010年人口住宅総調査』 
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自転車道路の種類は「道路交通法施行規則」別
表 6 で“自転車専用道路”、“自転車・歩行者兼用道
路”、“自転車専用車路”が規定されており、2014年
1 月には「自転車利用活性化に関する法律」の改定
で、交通量が少ない道路の一部区間を自転車と自
動車が一緒に利用できる“自転車優先道路”が追加
された（表 2）。 

 自転車道路の総延長距離は 2015 年に
20,789km に達し、2009 年と比べると約 2 倍に増
加している。そのうち自転車専用道路は 1,428km
（2009年）から 2,971km（2015 年）、自転車・歩
行者兼用道路も 9,770km（2009 年）から 15,833km
（2015 年）と大きく増加している。2014 年には
自転車優先道路が新設され 2015 年は 1,193km と

なっている（表 3）。 
自転車専用車路や自転車優先道路は車道の一部

車線を走行するものである。しかし、自動車道路
では自動車やバスなどが猛スピードで走行しおり、
自転車に対する配慮も十分でなく、多くの危険を
伴う。また、駐車場が不足している地域などでは
自転車専用車路に違法駐車が蔓延していて自動車
専用車路が有名無実化している状況である。自転
車・歩行者兼用道路では道路状況が悪かったり、
歩行者がいたりして、スムーズな走行ができない。
さらに自転車事故も多発していることから、自動
車や歩行者と隔離された自転車専用道路の造成が
急がれている。 

 
表 2 自転車道路の種類 

自転車専用道路 
自転車だけが通行できるように分離され、境界石その他の類似する施設によ
り車道または歩道と区分され設置された道路 

自転車・歩行者兼用道路 
自転車と歩行者が通行
できる道路 

境界石その他の類似する施設により車道と区分され
た道路。自転車と歩行者を区別する。 
自転車と歩行者を区分しない道路 

自転車専用車路 
車道の一定部分を自転車だけが通行できるように車線および安全表示や路面
表示で他の車両が通行できる車路と区分された車路 

自転車優先道路（2014～） 
自動車の通行量が少ない道路の一部区間と車路を、他の車両と相互安全に通
行できるように路面表示で設置した自転車道路 

（出所）「道路交通法施行規則」別表 6、「自転車利用活性化に関する法律」第 3条 

 
表 3 自転車道路の総延長距離   （単位：km） 
  全体 自転車専用道路 自転車・歩行者兼用道路 自転車専用車路 自転車優先道路 
2006年 2,475  146  2,329  - - 
2007年 9,171  905  8,046  220  - 
2008年 - - - - - 
2009年 11,387  1,428  9,770  189  - 
2010年 13,036  1,841  10,960  235  - 
2011年 15,308  2,353  12,534  421  - 
2012年 17,153  3,062  13,432  659  - 
2013年 18,283  3,224  14,233  826  - 
2014年 19,717  3,099  14,912  613  1,093  
2015年 20,789  2,971  15,833  792  1,193  
（出所）『行政自治統計年報』行政自治部   
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次に交通手段分担率を 2010 年の人口住宅総調
査から見てみると、自転車は全国レベルでもソウ
ル市でも 1.5％であり、ほとんど交通手段として利
用されていない。最も多いのが乗用車であり、さ
らに、通勤に絞ってみると全国で 42.6％、ソウル
市でも 26％を占める（表 4）。日本の通勤電車の中
では多くの会社員が見受けられるのに対し、ソウ

ルの地下鉄では、会社員の男性は少数派で、学生
や女性、高齢のシニア層の利用が目立つ。また、主
要国の自転車交通手段負担率を調査した結果では、
オランダや北欧の国々、日本、中国、インド、ベト
ナムなど負担率が高いのに比べ、韓国やアメリカ
は低くなっている（表 5）。 

 
 
表 4 交通手段別通勤通学人口           （単位：人） 

 
（出所）韓国統計局『2010年人口住宅総調査』 
 
表 5 主要国自転車の交通手段分担率 

 
（出所）韓国交通研究院「主要国の交通手段別負担率」 
 

通勤 通勤通学 バス 電車
通学 人口 合計 市内路線 通勤通学 高速市外 合計 地下鉄 長距離

28,498,733 7,083,654 9,690,295 6,448,522 4,925,252 1,353,771 169,499 1,790,296 1,760,868 29,428 150,368 441,423 923,814 1,970,361
24.9% 34.0% 22.6% 17.3% 4.8% 0.6% 6.3% 6.2% 0.1% 0.5% 1.5% 3.2% 6.9%

16,116,529 3,243,522 6,814,144 2,895,883 2,068,706 731,950 95,227 952,262 933,729 18,533 76,836 326,777 701,265 1,105,840
20.1% 42.3% 18.0% 12.8% 4.5% 0.6% 5.9% 5.8% 0.1% 0.5% 2.0% 4.4% 6.9%

12,382,204 3,840,132 2,876,151 3,552,639 2,856,546 621,821 74,272 838,034 827,139 10,895 73,532 114,646 222,549 864,521
31.0% 23.2% 28.7% 23.1% 5.0% 0.6% 6.8% 6.7% 0.1% 0.6% 0.9% 1.8% 7.0%

21,571,095 4,143,318 9,191,570 4,008,542 3,043,866 865,969 98,707 1,401,019 1,382,656 18,363 137,218 318,720 902,391 1,468,317
19.2% 42.6% 18.6% 14.1% 4.0% 0.5% 6.5% 6.4% 0.1% 0.6% 1.5% 4.2% 6.8%

12,513,801 1,695,760 6,540,143 1,677,954 1,128,933 490,480 58,541 758,519 745,507 13,012 70,900 215,534 685,562 869,429
13.6% 52.3% 13.4% 9.0% 3.9% 0.5% 6.1% 6.0% 0.1% 0.6% 1.7% 5.5% 6.9%

9,057,294 2,447,558 2,651,427 2,330,588 1,914,933 375,489 40,166 642,500 637,149 5,351 66,318 103,186 216,829 598,888
27.0% 29.3% 25.7% 21.1% 4.1% 0.4% 7.1% 7.0% 0.1% 0.7% 1.1% 2.4% 6.6%

6,927,638 2,940,336 498,725 2,439,980 1,881,386 487,802 70,792 389,277 378,212 11,065 13,150 122,703 21,423 502,044
42.4% 7.2% 35.2% 27.2% 7.0% 1.0% 5.6% 5.5% 0.2% 0.2% 1.8% 0.3% 7.2%

3,602,728 1,547,762 274,001 1,217,929 939,773 241,470 36,686 193,743 188,222 5,521 5,936 111,243 15,703 236,411
43.0% 7.6% 33.8% 26.1% 6.7% 1.0% 5.4% 5.2% 0.2% 0.2% 3.1% 0.4% 6.6%

3,324,910 1,392,574 224,724 1,222,051 941,613 246,332 34,106 195,534 189,990 5,544 7,214 11,460 5,720 265,633
41.9% 6.8% 36.8% 28.3% 7.4% 1.0% 5.9% 5.7% 0.2% 0.2% 0.3% 0.2% 8.0%

5,911,514 1,410,144 1,199,554 1,244,558 1,105,098 111,634 27,826 1,107,840 1,104,301 3,539 29,862 90,420 84,061 745,075
23.9% 20.3% 21.1% 18.7% 1.9% 0.5% 18.7% 18.7% 0.1% 0.5% 1.5% 1.4% 12.6%

4,456,382 784,880 1,158,297 857,601 784,925 56,207 16,469 898,219 896,073 2,146 28,471 59,751 80,491 588,672
17.6% 26.0% 19.2% 17.6% 1.3% 0.4% 20.2% 20.1% 0.0% 0.6% 1.3% 1.8% 13.2%

1,455,132 625,264 41,257 386,957 320,173 55,427 11,357 209,621 208,228 1,393 1,391 30,669 3,570 156,403
43.0% 2.8% 26.6% 22.0% 3.8% 0.8% 14.4% 14.3% 0.1% 0.1% 2.1% 0.2% 10.7%

タクシー 自転車 その他 複数

通学 計

性別 歩き 乗用車

ソウル

合計 計

通勤 計

通学

計

男

女

通勤

計

男

女

全国

合計

計

男

女

人口 分担率 人口 分担率 人口 分担率
（万人） （％） （万人） （％） （万人） （％）

オランダ 2014 1,687 36 メキシコ 2,003 12,028 8 フランス 2014 6,625 4
デンマーク 2014 560 23 ルーマニア 2,014 2,172 7 スペイン 2014 4,773 3
スウェーデン 2014 972 17 リトアニア 2,014 300 7 イギリス 2014 6,374 3
日本 2013 12,710 17 スロバキア 2,014 543 7 韓国 2010 5,151 2
フィンランド 2014 560 14 ポーランド 2,014 3,834 7 ギリシャ 2014 1,077 2
インド 2011 123,634 13 ハンガリー 2,014 991 7 ルクセンブルク 2014 54 2
ベルギー 2014 1,044 13 ラトビア 2,014 217 6 アイルランド 2014 478 2
ドイツ 2014 8,099 12 オーストリア 2,014 822 6 カナダ 2008 3,483 2
中国 2012 135,569 12 イタリア 2,014 6,168 6 シンガポール 2011 556 1
ベトナム 2005 9,342 11 クロアチア 2,014 4,267 6 オーストラリア 2008 2,250 1
スイス 2005 10 エストニア 2,014 130 5 キプロス 2014 115 1
スロベニア 2014 200 9 パキスタン 2,013 19,617 4 ポルトガル 2014 1,081 1
ノルウェー 2003 499 8 ブルガリア 2,014 692 4 アメリカ 2012 31,889 1

国 基準年度 国国 基準年度 基準年度
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このように他の国々に比べると韓国ではまだ自
転車が交通手段としては定着しておらず、趣味や
スポーツを目的として多く利用されているのが現
状である。韓国では登山が国民のレジャーとして
人気を博しているが、週末の地下鉄内でたまに自
転車用のウェアを着込み、ヘルメットを装着して
自転車を担いでいる人を見かける。近郊の自転車
専用道路まで電車で移動してサイクリングを楽し
む人たちである。ソウルの電車では自転車の持ち
込みが可能である。地下鉄では平日は折り畳み式
に限定されるが週末になると一般自転車も持ち込
み可能となり、先頭か一番後ろの車両の空いたス
ペースに自転車を搭載する。地下鉄外の電車では
平日も一般自転車の持ち込みは可能となっている。 

 
地下鉄で移動してサイクリングを楽しむ人たち（筆者撮影） 

2. 国土縦走自転車道路 
 
国土縦走自転車道路は、李明博政権時の 2009 年

1 月にグリーン成長政策の一環として自転車イン
フラの構築、自転車利用文化の拡充などを目的と
して開始した。2010年 8 月には全国自転車道路構
築計画と自転車利用施設の設置および管理指針を
中心とする「全国自転車道路基本計画」を策定し
た。全国循環網は既存の道路を最大限に活用し、
その他の開発事業に含まれる区間を除いた 2,175 
㎞の区間を１兆 205 億ウォンの予算を投入して、
2010 年から 2019 年まで 10 年かけて構築するも
のである。2011 年から現在まで 1853 ㎞が開通し
た。2011 年 10 月に南漢江自転車道路、2012 年 4
月 22 日に洛東江自転車道路が開通し、仁川から釜
山まで続く 633 ㎞の国土縦走自転車道路が完成し、
また、国土縦走自転車道路開通と合わせて、錦江
自転車道路、栄山江自転車道路も同時に開通し、4
大河川国土縦走自転車道路が完成した。 

 

 
漢江縦走自転車道路（筆者撮影） 
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しかし、このように壮大に完成した自転車道も、
莫大な予算をかけたにもかかわらず、利用者が少
なく、また造成過程での不正行為、安全問題など
の指摘で中断の危機にさらされている。 
李明博政権が注力した自転車インフラ構築事業

は、東海・南海・西海の三面と南漢江・北漢江に沿
って口形の循環自転車道路を作り、済州島にも島
を一周・縦断する自転車道路を構築する予定だっ
た。しかし、朴槿恵大統領就任後の 2013年 10月
の監査院監査で予算浪費事業に名指しされ、事業
にブレーキがかかった。 当時監査の結果、すでに
建設された 14 区間のうち 10区間は自転車の通行
量が時間当り 10台以下であり、2区間は 0.5～1台
だけが利用していることが明らかになった。安全
行政部は予算当局との協議を経て、今年から事業
を大幅縮小して早期終了することを決めた。事業
の早期終了で南海と西海の国家自転車道路は全く
造成されないことになった（ハンギョレ新聞日本
語版）。 
また、文在寅大統領は李明博政権下で推進され

た 4 大河川（漢江、洛東江、錦江、栄山江）整備
事業の政策決定および実施の過程に対する政策監
査を指示している。監査で明白な違法行為や不正
が明らかになった場合、青瓦台は相応の対処を取
る方針で、監査が李政権への捜査につながる可能
性も取り沙汰される。文大統領はあわせて、4 大河
川にある堰を常時開放するよう指示を出した。文
大統領は選挙戦で、4 大河川事業が原因で水質が
悪化したと指摘し、設置された堰の問題点を検証
する考えを示していた。（聯合ニュース日本語版）。 
 
3. ソウル市シェアサイクル“タルンイ” 
 
ソウル市は 2015 年 10 月 15 日にシェアサイク

ル“タルンイ”の運営を開始した。ソウル市自転車
は、誰でも、いつでも、どこでも簡単で便利に利用
できる無人の貸出システムである。ソウル市の交
通渋滞、大気汚染、高い原油などの問題を解決し、
健康な社会と市民の生活の質を向上させる狙いで

ある。貸出ステーションは、地下鉄の出入り口、バ
スの停留場、住宅団地、役所、学校、銀行など生活
区域を中心に設置されている。また、女性や高齢
者も利用できるように、重量を軽くし、タイヤの
サイズも 26 インチとなっている。 
 

 
ソウル市内にある無人貸出ステーション（筆者撮影） 

 
利用は定期券と 1 日券があり（表 6）、定期券は

会員登録が必要である。一度返却した後も何回も
利用できるため、自転車をステーションごとに乗
り継いで移動することも可能である。 
 
表 6 ソウルシャアサイクル”タルンイ”の利用料金 

（単位：ウォン） 
定期券（会員のみ） 1日券 

  1時間 2時間 1時間 2時間 
7日 3,000  4,000  

1,000  2,000  
30日 5,000  7,000  
180日 15,000  20,000  
365日 30,000  40,000  
（出所）ソウル自転車ホームページ 

https://www.bikeseoul.com/main.do?appOsType=
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ただし、1 回あたりの制限時間を超えると 30 分
あたり 1,000 ウォンの追加料金が発生する。貸出
自転車は 5,600 台、貸出ステーションは 705 カ所
（2017年 3 月現在）、会員数は 32万人、利用件数
は 285万件（2017 年 6月現在）である。ソウル市
はさらに年内にレンタル自転車数を 20,000 台ま
で増やし、貸出ステーションも 1,300 カ所に増や
すことを計画している。世界最大のシェアサイク
ルを運営しているパリの 23,900 台（2014 年）を
目標に計画を進めていく予定だ。 
会員数は 32 万人、貸出件数は 285 万件と順調

に増加しているように思えるが、問題も出てきて
いる。2017 年 3 月時点で自転車 1 台当たりの利用
は 1 日平均 1.1 件で、1 日に全く利用されない貸
出ステーションもあるとの調査結果が出た。ソウ
ル市は年内に 2 万台に増加する計画であるが、そ
れに伴う管理コストは年間 185 億円が必要だとい
う予測である。 
ソウル以外にもシェアサイクルを運営している

都市は表 7の通りである。 
実際に“タルンイ”を利用してみると、便利な反

面、不便なところが目に付く。便利な点はやはり、
システムで一律に管理されているため、スマート
フォンや PC でステーションの貸出状況を確認で
き、いつでもどこでも複雑な手続き無しで貸出返
却ができることである。2 つめは、地下鉄出口の周
辺や主要箇所に数多く設置されているため、臨機
応変な利用ができることである。 
 
表 7 全国のステーション数とシェアサイクル台数 

（2007年） 

  ステーション数 シェアサイクル
台数 

ソウル市 722  5,600  
天安市 264  3,922  
高陽市 140  3,000  
大田市 226  2,955  
安山市 101  2,161  
世宗市 72  1,055  
順天市 28  481  
（出所）聯合ニュース「2歳のタルンイを掘り下げる」2007年 

一方不便な点は、韓国は坂が多くて走ってみる
と快適感より疲労感を強く感じることである。急
な坂では到底登りきることはできず、あきらめて
引き返すか他の道を選択することになる。2 つめ
に、自転車・歩行者兼用道路は段差が大きく、歩行
者もいるために、かなり慎重な走行を要する。3つ
めに自転車の故障が多いことである。スタートし
て約 2 年が経過するが、部品の故障、チェーンの
不具合などがあるため、自転車を自己点検してか
ら借り出す必要がある。4 つめに自転車専用車路
や自転車優先道路は並行する自動車やバスが猛ス
ピードで割り込んでくることが多く安心して走行
できる環境ではない。危険と隣り合わせである。5
つめに無人貸出ステーションであるため、貸出や
返納システムがうまく作動しないトラブルが発生
した時には電話でセンターに連絡しなければなら
ない。 
このように不便なところが目立つ“タルンイ”で

あるが、レンタル料金は安く、地下鉄の駅の周辺
や繁華街のいたるところにステーションが設置さ
れているため、一定のリピーターにとっては費用
対効果を考えると便利な交通手段となるかもしれ
ない。 
 
おわりに 

以上見てきたとおり、韓国では自動車道の造成
やシェアサイクルの運営などインフラやシステム
面での整備が目覚ましい。自転車を利用する環境
は 15 年前に滞在していた時と比べて見違えるほ
どに変化し向上している。数値だけ見ると自転車
保有世帯は増加しており、自転車が生活空間に浸
透してきていることは間違いない。 
しかし、自転車がそこまで日常生活に溶け込ん

でいるかと言えばそうともいえない。日本のよう
に移動手段としての自転車がまだ定着していない
ため、自転車がなくても十分に生活ができるので
ある。ソウルでは地下鉄網が充実していることに
加え、バスの交通ネットワークが目を疑うくらい
に発達している。スマートフォンからは秒単位で
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到着時刻を確認できるほか、周辺のバス停留所の
位置情報や帰宅ルートも瞬時に検索できるため、
バスを駆使すればドアツードアに近い移動は可能
である。坂の多い街中を積極的に交通手段として
自転車を選択する人は大きく増えないのではない
か。 
一方、趣味で自転車を愛好する人口は今後も増

加していくと思われる。自転車一式を揃えるだけ
の初期投資は必要になるが、自転車を楽しめる環
境が揃っていて、健康にも環境にもよいとなれば、
健康志向や環境志向に関心のある人たちは自転車
を生活の楽しみとして取り入れていくかもしれな
い。 
このように自転車文化が目的はどうあれ生活に

浸透してきている韓国では、今後は運用面や利用
面でのルール作りや意識改革が求められる。特に
最近では自動車と自転車の事故や、自転車と自転
車の事故が増えていることから、ルールを守り、
お互いへの配慮を行い、さらに自転車に乗る人に
対してのしっかりした教育が必要となってくるの
であろう。■ 
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